
政
令
第
二
百
四
十
六
号

弁
理
士
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
弁
理
士
法
（
平
成
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
第
十
六
条
の
十
四
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
第
五
十
七
条
第
二

項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

弁
理
士
法
施
行
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
三
百
八
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
条
を
第
八
条
と
し
、
第
五
条
を
第
七
条
と
し
、
第
四
条
を
第
六
条
と
し
、
第
三
条
中
「
第
十
号
ま
で
」
を
「
第
十
一
号

ま
で
」
に
改
め
、
同
条
を
第
五
条
と
す
る
。

第
二
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

（
経
済
産
業
大
臣
の
行
う
実
務
修
習
に
係
る
手
数
料
）

第
三
条

法
第
十
六
条
の
十
四
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
手
数
料
の
額
は
、
十
一
万
八
千
六
百
円
と
す
る
。

（
指
定
修
習
機
関
の
行
う
実
務
修
習
事
務
に
係
る
手
数
料
の
額
の
認
可
）

第
四
条

法
第
十
六
条
の
十
四
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
指
定
修
習
機
関
は
、
認
可
を
受
け
よ
う
と
す

る
手
数
料
の
額
及
び
実
務
修
習
事
務
の
実
施
に
要
す
る
費
用
の
額
に
関
し
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請



書
を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
手
数
料
の
額
の
変
更
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
も
、
同
様
と

す
る
。

２

経
済
産
業
大
臣
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
と
認
め
る
と
き
で
な
け
れ
ば
、
前
項
の
認
可
を
し
て
は
な
ら
な

い
。

一

手
数
料
の
額
が
当
該
実
務
修
習
事
務
の
適
正
な
実
施
に
要
す
る
費
用
の
額
を
超
え
な
い
こ
と
。

二

特
定
の
者
に
対
し
て
不
当
な
差
別
的
取
扱
い
を
す
る
も
の
で
な
い
こ
と
。

附

則


こ
の
政
令
は
、
平
成
二
十
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。




理

由

弁
理
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
に
伴
い
、
経
済
産
業
大
臣
の
行
う
実
務
修
習
に
係
る
手
数
料
等
を
定
め

る
と
と
も
に
、
日
本
弁
理
士
会
の
会
則
の
変
更
で
あ
っ
て
経
済
産
業
大
臣
の
認
可
を
必
要
と
す
る
重
要
な
事
項
に
、
実
務
修
習

に
関
す
る
事
項
を
追
加
す
る
必
要
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。


